
 

 

令和４年度 住宅改修・福祉用具貸与におけるリハビリテーション専門職関与による

介護給付適正化の取組について 

 

 

本市では、令和元年度から、申請時の確認等において、リハビリテーション専門職（以下「リ

ハビリ専門職」）が関与することで、利用者の状態像等に対応した適切な住宅改修の実施や福祉用

具の選定を促し、利用者の自立支援やＱＯＬの向上につなげる取組を行っています。 

令和４年度は、これまでの取組を踏襲しつつ実施内容を一部追加及び変更し下記のとおり実施

します。なお、下線（アンダーライン）を引いた部分が追加及び変更項目となります。 

 

記 

１ 実施方法 

（１）住宅改修 

①訪問点検 

   事前申請書類から内容に疑義のあるケースや、専門職から助言を行うことでより本人の自立に

つながると考えられるケースについて訪問点検を行います。   

現地では、本人の動作確認や改修予定箇所の確認を行い、改修の適否について判断します。 

また、本人や家族、担当ケアマネジャー、施工業者に対し、リハビリ専門職としての視点から

本人の自立支援につながる助言等を行います。 

訪問頻度は月２回程度を目途に、必要に応じて随時実施します。 

 

②モニタリング 

住宅改修及び訪問点検の実施による効果を把握するため、モニタリングを行います。住宅改修事業

者へ訪問から３か月後を目途に、理由書の改修目的・期待効果の達成状況及び、訪問点検の感想に関

するアンケートを実施します。 

またモニタリングの結果、想定した効果を得られているか確認するため、必要に応じて聞き取り及

び再訪問を行います。 
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（２）福祉用具貸与 

①訪問点検 

福祉用具貸与理由書の内容に疑義があるケースや、専門職から助言を行うことでより本人の自

立につながると考えられるケースについて訪問点検を行います。 

（ア）内容に疑義があるケース 

   (例)身体状況に合わない福祉用具の貸与 

（イ）要介護１で電動車いす貸与のケース 

（ウ）要支援（１・２）で特殊寝台及び付属品貸与のケース 

※新規の貸与申請をするケース 

※内科的疾患（心不全、腎不全、肺疾患等）が理由の場合は除く 

※状態像としては、医師の意見（ⅲ）に該当するものに限る 

 

本人や家族、ケアマネジャー、福祉用具貸与事業所に対し、リハビリ専門職としての視点から、

本人の自立支援につながる助言等を行います。 

 

②モニタリング 

福祉用具貸与の訪問点検実施による効果を把握するため、モニタリングを行います。担当ケア

マネジャーへ、訪問から３か月後を目途に、目標の達成状況及び、訪問点検の感想に関するアン

ケートを実施します。 

 

 

３ 実施体制 

介護保険課 介護支援専門員 

      事務担当 

高齢福祉課 リハビリ専門職 

 

 


